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シンポジウム 
「地域の持続性と看護・医療の貢献」

病院が紡ぐ地域の未来

松　本　裕　樹
石巻赤十字病院事務部

目的

少子高齢化により超高齢社会と人口減少が進んでいる東北地方において，持続可能な地域づくりが喫緊の
課題となっている。地元企業と域外企業では地域に残るお金が異なると言われており，特に保健衛生・社会
事業が一大産業であるこの地域において，医療分野の収益が地域経済に最大限貢献する仕組みを構築する必
要がある。地域住民がいなくなれば病院の存続意義が失われ，病院がなくなれば地域医療が危ぶまれる。本
検討では，宮城県のとある公的病院における地元地域の経済循環の現状を把握し，今後の病院の経営計画策
定に役立てる事を目的とする。

方法

同病院における支出の地元比率および職員の居住地構成を把握し，病院の支出が地元経済にどの程度貢献
しているかについて検討する。

結果

支出の地元比率は一般消耗品等で若干高くなったが，多くの支出は域外の比率が高かった（図 1）。職員
の居住地は病院がある市町村や近隣市町村に多く居住していたが，職種別にみると医師の居住地は大学があ
る市町村となっている割合が他職種に比べて多かった。ただし，病院がある市町村との二拠点居住を行って
いる医師も少なくなかった。

結論

地元を優先する自治体立病院と比較すると，その他経営母体の病院は価格をベンチマークして妥当性を検
証の上，適宜域外から仕入れ等を行っていることがわかった。これは健全経営のためにはやむを得ないこと
だろう。しかし，経済循環の観点から長期的に鑑みると，地域と病院双方の持続可能な発展のためのアプロー
チも同時に肝要となってくる（図 2）。同病院では二拠点居住が必要な職員への助成や地元飲食店とのタッ
グによる福利厚生のためのキッチンカーのケータリングサービス等を推し進めている。
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図 2.　健全経営と地域貢献のジレンマ

図 1.　支出の地元比率
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シンポジウム 
「地域の持続性と看護・医療の貢献」

地域病院の変革が地域経済を支える 
～東北医科薬科大学病院の歴史を追って～

瀬　戸　初　江
東北文化学園大学

はじめに

少子高齢化社会を背景に厚労省は 2040年を見据えて「新たな地域医療構想」の検討が行われている。こ
れらを受けて東北地方または宮城県においても地域医療体制の構築に向けた議論がなされている。宮城県の
医療・介護体制においては，都市部に集中し，仙南・栗原・沿岸部などの人材不足は深刻で，多くの課題を
抱えている。その中でも，地域に根差した一般病院として躍進し続けてきた東北医科薬科大学病院の歴史を
振り返りながら病院を取り巻く環境の変化や東日本大震災を経てさらに新たな病院組織の変革を成し遂げさ
らに未来に向かっている姿を紹介し，病院の変革は地域の経済を支えている点について考察する。

東北医科薬科大学病院の歴史

東北医科薬科大学病院は 1946年に仙台の中心部に社会保険協会宮城第 1病院で 15床の病院で開設し，
1982年には，仙台市東部地区に移転し 350床で地域密着型の病院で東北厚生年金病院としてスタートした。
東北厚生年金病院は一般診療のほかに回復期リハビリテーションにも力を入れて地域に貢献してきた。

2011年 3月には未曾有の東日本大震災による大きな被災を受け病院の存続さえも危ぶまれるほどの被害
であった。東日本大震災を契機に東北薬科大学と合併，さらには 2016年，医学部新設とともに東北医科薬
科大学として躍進し現在に至っている。

東日本大震災を経て病院改革がはじまる

2011.3.11マグニチュード 9宮城野区は震度 6強を観測し，東日本大震災にみまわれた。病院は，建物の
被害も大きくライフラインの停止，外来機能停止しライフラインの回復の見通しが立たないため入院機能も
縮小した。但し，災害拠点病院として可能な限り救急患者の受け入れや，地域の住民の避難場所の医療提供，
あるいは，避難所への医療支援をチームで行った。このような甚大な被害を背景に患者数の激減，建物の修
復など半年にわたり復興に時間を費やした。しかしながら，病院組織の経営の安定や病院機能の変革してい
く必要が求められ，東日本大震災を契機に，東北の復興，地域医療再生，災害医療をキーワードに医学部の
新設がはじまり，2016年東北医科薬科大学として新たなスタートし現在に至っている。現在，医学部卒業
生は東北地方の臨床現場で仕事をし地域医療へ貢献している。

病院を取り巻く地域環境の変化と経済効果

東北厚生年金病院として宮城野区に開院した当時は，病院周辺は高い建物もなく周りは仙台中心部に近い
とはいえ畑や田んぼに囲まれた環境であった。しかし，病院が変革を続けて 40年以上の時代をへて，周辺
人口の増加，商業施設の増加，あるいは観光，居住環境に発展しマンションなども増加した。
また，患者数の増加，職員数の増加，加えて医学生が通学する交通手段による人の流通により経済効果が
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生まれている。

考察・今後の課題

東北医科薬科大学病院の歴史を振り返って病院移転に伴い様々な産業が発展し人口も増加し経済効果にも
影響を与えた。東日本震災では甚大な被害を受けたが，大学病院への組織変革しさらに発展を遂げた。さら
に医学部新設を契機に医療の質の向上にも寄与していると言える。また，伊藤らにより住民を支える住民を
支える最大の産業は保健衛生社会事業領域であり，医療機関は診療報酬等の財政移転の受け皿となり，地域
の雇用を維持し，地域の消費を支えていたことを示唆している。医療機関の中でも病院には日常での来訪者
も多く，地域経済にとっては大きな集客施設でもあり，この集客施設の機能を活用して，他の財・サービス
の消費を誘発させ，地域内での消費の拡大を図り，地域の生産拡大を図ることができるなど地域にとって重
要な公共財といえる。近々には当大学は学部（看護学部）が新設されることによりさらに，地域医療への貢
献につながり，地域の経済効果も期待できるのではないかと予測している。地域に密着した大学病院として，
生産人口の減少とともに高齢化が同時に進行していくことが想定されている。しかしながら，2024年に向
けた地域医療構想の 3つの課題である　1. 地域の患者・要介護者を支える構想　2. 連携・再編・集約化を
イメージできる医療機関機能に着目した医療提供の構築　3. 限られたマンパワーにおけるより効率的な医
療提供の実現（厚労省 : 新たな地域医療構想などに関する検討会資料）に着目しながら大学・病院が躍進
を続けていくことが真に地域の経済効果を生むことにつながると考える。

参考文献
 1） 伊藤弘人，山崎　清，佐原あきほ，他。地域経済循環分析からみた医育機関による革新的な城内経済活性化の可能性（第

2報）社会保険旬報　2760 : 6-13, 2019
 2） 新たな地域医療構想に関する概要，厚生労働省　https://www.mhlw.go.jp/content/10800000/001357307.pdf
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鈴　木　朋　子
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1.　はじめに

ワクチン接種は，伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防するために予防接種法に基づき行われ
ている。しかし，ワクチン接種については，ワクチン躊躇（Vaccine Hesitancy）が存在する。MacDonald et 
al.（2015）によると，ワクチン躊躇とは，ワクチン接種サービスが利用可能であるにもかかわらず，ワクチ
ン接種を受け入れるのが遅れたり，拒否したりすることと定義され，ワクチン接種のためには，感染リスク
に対する正確な認識，ワクチンの有効性や安全性に対する信頼，接種のための物理的・心理的利便性が不可
欠であることが指摘されている。
こうした中，COVID-19におけるワクチンは，日本では 2021年 2月から接種が開始され，2021年末まで

に 1回以上接種完了者は 75.49%となり，多くの人が新型コロナワクチンを接種した。医療用医薬品の添付
文書によると，新型コロナワクチンを接種した 8割以上の人が副反応として注射部位の疼痛を経験し，半数
以上の人が疲労や頭痛を経験するなど，多くの人が苦痛を伴う副反応を経験したと推察される。

COVID-19の脅威と新型コロナワクチン接種は，人々に対してワクチンの効果や副反応を経験する機会と
なった。このことが，ワクチン躊躇を減らし，他のワクチン接種にも影響を及ぼすことも考えられる。

2.　目的

新型コロナワクチン接種の経験が，他のワクチン接種に影響した可能性について実証的に分析をする。具
体的には，都道府県別の接種率のデータに基づき，新型コロナワクチン接種率が HPVワクチン接種率と B
型肝炎ワクチン接種率に影響を及ぼした可能性を検証する。

3.　方法

（1）　分析に用いたモデル
HPVワクチン接種率，B型肝炎ワクチン接種率，そして新型コロナワクチン接種率は，ワクチンに対す
る考え方やアレルギーの有無，持病の有無，周囲の接種状況など，誤差項に含まれると考えられる観察され
ない不均一性と相関をもち，いずれも内生変数と考えられ，このことに注意をしないと分析結果にバイアス
が生じる可能性がある。このため，次式のような 2式に基づく，操作変数法による推定を行う。
第 1段階

w z x c uit it it it i it� � � � � � �� � � � �0 1 2 3

第 2段階
0 1 2 3it it it it i ity x cw          ˆ

ここで第 1段階の witは，新型コロナワクチン接種率であり， iは都道府県， tは年を表す。操作変数 zitと
して，3か月前に観測された都道府県人口当たり COVID-19陽性者の割合と人口 10万人当たり大学拠点接
種実施大学数を使用する。ν iは，都道府県単位での観測されない不均一性を示す。 uitは確率的に変動する
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誤差項である。
次に第 2段階での被説明変数 yitは HPVワクチン接種率・B型肝炎ワクチン接種率である。 itŵ は第 1段階

からの新型コロナワクチン接種率の予測値である。ここでもν iは，都道府県の観測されない不均一性を示す。
itは確率的に変動する誤差項であり， uitとは無相関であることを仮定する。
第 1段階と第 2段階で含まれる xitは，先行研究で示されていたコントロール変数である。

（2）　分析に用いたデータ
変数名，単位，作成方法，出所は，以下の表のとおりである。

4.　結果

（1）　HPVワクチン接種率の操作変数法による推定結果
操作変数に 3か月前の人口当たり COVID-19陽性者の割合を使った場合，新型コロナワクチン接種率の

IV推定値が 5.002であり新型コロナワクチン接種率の変化率が 1%ポイント上がると，HPVワクチン接種
率の変化率が 5.0%ポイント上がることがわかる。操作変数に人口 10万人当たり大学拠点接種実施大学数
を使った場合，IV推定値が 4.837であり，新型コロナワクチン接種率の変化率が 1%ポイント上がると，
HPVワクチン接種率の変化率が 4.84%ポイント上がることがわかる。
（2）　HPVワクチン接種率の固定効果を考慮した操作変数法の推定結果
都道府県の観測されない不均一性ν iの影響を除去するため，固定効果を考慮した操作変数法で推定した。
新型コロナワクチン接種率の IV推定値は，操作変数が 3か月前の人口当たり COVID-19陽性者の割合の場
合は 4.588，人口 10万人当たり大学拠点接種実施大学数の場合は，4.651であり，新型コロナワクチン接種
率の変化率が 1%ポイント上がると，HPVワクチン接種率の変化率が 4～ 5%ポイント上がることがわかる。
（3）　B型肝炎ワクチン接種率の操作変数法による推定結果
操作変数に 3か月前の人口当たり COVID-19陽性者の割合を使った場合，新型コロナワクチン接種率の

IV推定値が 0.069であり新型コロナワクチン接種率の変化率が 1%ポイント上がると，B型肝炎ワクチン接
種率の変化率が 0.07%ポイント上がることがわかる。操作変数に人口 10万人当たり大学拠点接種実施大学
数を使った場合，IV推定値が 0.056であり，新型コロナワクチン接種率の変化率が 1%ポイント上がると，
HPVワクチン接種率の接種率が 0.05%ポイント上がることがわかる。

5.　結論

新型コロナワクチン接種によって，ワクチンの効果や副反応を理由として接種を検討した経験が，ワクチ
ン躊躇する人々のワクチンの効果や副反応に対する理解を高めて，HPVワクチンや B型肝炎ワクチン接種
に影響を及ぼしたと考える。今後の課題を述べる。データの制約が多かったものの，女性の新型コロナワク
チン接種率の使用を検討するなど，データの選び方に改善の余地が残されている。
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聴覚障害をもつ保健医療従事者の 
身体障害者手帳交付時期による就労及び経済状況の検討

栗　原　房　江
東京大学大学院経済学研究科
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目的

我が国の保健医療従事国家資格（以下，国家資格）に設けられていた聴覚機能の絶対的欠格事由は，2001
年，相対的へと改正かつ部分撤廃された。その後，2014年の「障害者の権利に関する条約」批准と 2016年
の「障害者の雇用の促進等に関する法律」の改正施行等により，就労環境は整いつつある1）。また，2016年
施行の「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」は，国公立教育機関における障害を理由とした
学生の受入拒否を禁止し，2024年には全教育機関へと拡大された。大学・短期大学に在籍する聴覚障害学
生（聾・難聴の分類は学校教育法に準ずる，身体障害者手帳交付の有無は問われない）のうち，学科（専攻）
別の情報が公開された 2008年は医・歯学，保健 61名（聾 3名，難聴 58名）2），2024年は 237名（聾 9名，
難聴 228名）3）へと，明らかに増加した。しかし，聴覚障害学生のうち，難聴に比して医学的には重い聾の
割合の変化は乏しかった（2008年 4.9%，2024年 3.8%）。つまり，現在も医学的に重い障害を有する者の医・
歯学，保健領域の高等教育へのアクセスには障壁があるといえる。そこで，身体障害者手帳（以下，手帳）
交付時期を一般的な高等教育アクセス前後（19歳未満 : 本文中 ① 又は前者，19歳以上 : 本文中 ② 又
は後者）の 2群に分け，就労及び経済状況について検討した。

方法

自助組織（聴覚障害をもつ医療従事者の会）に属する会員と機縁法により対象であることが確認された聴
覚障害をもつ保健医療従事者（以下，当事者）107名のうち，71名（66.4%）より文書同意とウェブアンケー
トへの回答を得た。そのうち，手帳を有する 48名を分析対象とした。設問は年齢，性別等の基本項目と就労・
経済状況（先行調査4）の項目を参照）とし，記述統計で分析した。当研究は，東京大学倫理審査専門委員会
にて承認され，同大学大学院経済学研究科長の実施許可を得た（審査番号 : 20-196，20-358，21-64，研究
代表者 : 松井　彰彦）。当研究の利益相反（Conflict of Interest : COI）はない。

結果

対象者 48名について，手帳交付時期は ① 25名（52.1%）， ② 23名（47.9%），年齢は ① 37.0歳 ±10.2（1SD :
以下同様）， ② 49.5歳 ±11.2であった。以下，各群の回答多数の項目を示すと，性別 : ①・② 共に女性 7割弱，
手帳等級 : ① 1-2級 15名（60.0%）， ② 4・6級 10名（43.5%）であった。国家資格に関する最終学歴 : ①・
② ともに大学 5-6割，所有資格 : ① 薬剤師と医療技術職 17名（68.0%）， ② 医師・歯科医師と看護職 15
名（65.2%），医療技術職の詳細は，臨床検査技師，診療放射線技師，理学療法士，言語聴覚士，臨床工学
技士，社会福祉士，精神保健福祉士であった。就労は，常勤雇用者 : ① 21名（84.0%）， ② 14名（60.9%）
であり，2020年 11月のうち 1週間の平均就労日数（5日以上）: ① 22名（91.6%，n=24 : 1名休業中）， ② 19
名（82.6%），同年月週間の平均就労時間（40時間以上）: ① 20名（83.3%，n=24 : 1名休業中）， ② 14名（60.9%）
であった。2020年 11月の税込収入（30万円以上）: ① 14名（56.0%）， ② 15名（65.2%）であった。
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結論

手帳交付時期は両群ほぼ同率であった。所有資格について，前者は薬剤師と医療技術職の割合が多くを占
め，それらは 2001年の欠格事由改正時に薬剤師と臨床検査技師は聴覚機能が撤廃されたためと考えられた。
すなわち，医・歯学，保健領域の高等教育機関への当事者の受入に際し，聴覚機能の欠格事由を有する国家
資格であるか否かが影響する可能性も示唆された。そして，国家資格に関する最終学歴は大学がともに半数
以上であり，医師・歯科医師，薬剤師養成は大学に限定されるためと考えられた。就労について常勤雇用者，
1週間の平均就労日数と平均就労時間は，前者よりも後者が低い割合を示した。ちなみに，手帳 1-2級の者
は「障害者の雇用の促進等に関する法律」上，重度に該当するものの，当該割合の高い前者は後者に比し，
安定した雇用で長時間就労した者が多いと推測された。経済状況の税込収入は後者に比べ，前者で 30万円
以上を得た割合は低率を示した。しかし，平均年齢差（12歳程度）と一般的な常勤雇用者の定期昇給を考
慮すると，前者が回答時点の後者の平均年齢へと至る時期には近似すると推定された。加えて，先行調査4）

における聾者・難聴者の経済状況（③ 2009年，④ 2016年）の割合は，平均就労日数（5日以上）:
③ 63.0%，④ 61.5%，平均就労時間（40時間以上）: ③ 50.5%，④ 51.0%，税込収入（30万円以上）:
③ 25.7%，④ 17.8%であった。調査時期や母集団が異なるとはいえ，当研究結果に照らすと，聴覚障害者
の国家資格取得は経済的自立のインセンティブとなりうることが示された。
さいごに，日本国内の全当事者の実態把握未であることから，当研究結果は推測の域を出ない面を有して
おり，慎重な取扱いを要する。しかし，聴覚障害者の就労は困難と指摘されやすい保健医療分野における医
学的重度者を含む就労・経済状況の一端を示せており，若年層にある当事者の医・歯学，保健領域の高等教
育へのアクセス向上，ひいては就労促進や支援に資することが望まれる。さらには，現職者の加齢性疾患や
不慮の事故等による受障時も就労継続を望む場合は，先例として活用可能といえる。一連の結果は，聴覚機
能を問わず，多様な障害や疾患を有する者の修学・国家資格取得と就労支援への応用も期待される。

文献
 1） 栗原房江，廣田栄子．聴覚障害をもつ保健医療従事者の就労 : 20年間の変遷と課題．AudiologyJapan．2023．66．447．
 2） 独立行政法人 日本学生支援機構．平成 20年度（2008年度）大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある学生

の修学支援に関する実態調査結果報告書．独立行政法人 日本学生支援機構 学生生活部 特別支援課．2008．8-9．
 3） 独立行政法人 日本学生支援機構．令和 6年度（2024年度）大学、短期大学及び高等専門学校における障害のある学生の

修学支援に関する実態調査結果報告書．独立行政法人 日本学生支援機構 学生生活部 障害学生支援課．2024．9-10．
 4） 松井彰彦等．社会的障害の経済理論・実証研究．障害者の日常・経済活動調査（追跡調査）調査報告．
 https://www.rease.e.u-tokyo.ac.jp/archive/statistics.html．アクセス日 2025.9.28
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横浜市立大学大学院医学系研究科看護管理学分野

医療における意思決定支援は，医療従事者と患者が協力して，患者の価値観や希望を尊重しながら最適な
治療やケアの選択を行うプロセスであり，Shared Decision Making（SDM）といわれ，患者中心の医療を実
現する重要なアプローチの一つとされている。今回，第 430回日本医療・病院管理学会の例会（看護経済・
政策研究学会共催）として「AI時代の医療における意思決定を倫理の視点で考える」を東洋大学の朝倉輝
一名誉教授（哲学・倫理）をお迎えし，開催となった。参加者は 135名，医師，看護師，診療情報管理士，
病院建築の実務家や医療倫理の研究者，学生など様々な職種や立場の方々のご参加をいただき，AIが医療
において活用される時代において，ハーバーマスの討議倫理の観点からの合意形成モデルについて考える機
会となった。看護経済・政策研究学会との共催で，オンデマンド配信も併用したくさんの方に学びの機会を
提供できた。この企画の趣旨を記載する。

病院管理における倫理の体制整備の重要性

病院管理における倫理は，医療の質を維持し，患者の権利を守り，病院全体の信頼を築くために不可欠で
ある。倫理的責任を伴うため，経済的な合理性と倫理的な価値観のバランスが求められる。日本医療機能評
価機構 : 機能別評価項目（3rdG : Ver.3.0）にも倫理的な課題に対する病院としての体制整備が記載されてい
る。具体的には評価項目の「1.1.6臨床における倫理的課題について継続的に取り組んでいる臨床倫理に関

共催研究会講演抄録
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する課題を病院として検討する仕組みがあり，主要な倫理的課題について方針・考え方を定めて解決に向け
た取り組みが継続的になされている」として記載されている。そのため多くの病院は臨床倫理委員会，倫理
コンサルテーションなどの体制整備をすすめている。他の項目においても「1.1.2患者が理解できるような
説明を行い，同意を得ている」「1.1.3患者と診療情報を共有し，医療への患者参加を促進している」「1.1.4
患者支援体制を整備し，患者との対話を促進している」などと記載があり，このような倫理的な実践ができ
る人材の育成が急務である。厚労省は「本人の意向を尊重した意思決定のための相談員研修会」を開催し 1
つの病院で複数人の参加を求め単に個人レベルの倫理観任せ，あるいは，事態に無関心なまま単に行動指針
に形式的に従うということではなく，一つの組織体として取り組むことを推奨している。

診療報酬の改定と意思決定支援に関する指針

令和 6年度の診療報酬改定において入院基本料の算定要件に「意思決定支援に関する指針の作成」が義務
づけられた。これは，厚労省の「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」
の内容を参考に適切な支援を行う体制整備が必要だ。しかし，入院・外来医療などにおける実態調査（2022
厚労省）1）では，急性期病院における 75歳以上の高齢者の ICD10の分類ごとの意思決定の支援は療養型に比
べ低く，当然のことながら命に関わらない疾患では低い実施率であった。急性期病院の入院期間は平均在院
日数が短縮化され短くなる中で，高齢者にどのタイミングで，どのくらいの時間をかけ，療養や治療方針に
ついての意思決定の支援をしていくかむずかしいといえる。日本看護協会の「地域包括ケア推進のための外
来における看護職の役割把握調査事業の報告書」（2022日本看護協会）2）で外来看護師を対象とした「意思決
定の支援」に関する調査結果では，回答のあった看護師の 47%が病状説明の同席はしているが充分な意思
決定に関する支援ができていないと回答している。限られた時間，人員配置の中で，どのように患者ととも
に最善の治療方針やケアの選択をするための支援をしていくか，考えていく必要がある。

厚労省 : 令和 4年入院・外来医療等における実態調査速報
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ある事例から考える意思決定の支援とは

個人的な経験ではあるが，1つの事例を紹介したい。私は友人から悪性腫瘍の疑いのために撮影したMRI
の診察結果の場に同席をすることになった時のことである。私は診察室に入り医師に友人で，医療者である
ことを告げて座った。医師はMRIの画像を手早く動かしながら「ざっーとみると，このあたりが怪しい

4 4 4

感
じはします。次回，PETの検査をうけてください。少なくともリンパ腺に転移していますので進行がん

4 4 4 4

で，
治療方法はなく緩和ケアになる
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

かと思います」と断定的に話したためたいへん驚いた。私は（次回 PETを
して確定診断をする段階であるのに，この段階で治療方法はないと説明するなんて…）と心の中でつぶやい
たが，「治療方法については PETをしてみないとわからないですよね」と話すにとどまってしまった。診察
室を出ると看護師から中待合座っているように促された。看護師は来週の PETの説明をしたあと，何枚か
の紙を手渡した。渡された紙にはたくさんの QRコードがあった。看護師は「この QRコードを読み込んで
いただくと，医師ががんの治療方法をビデオで説明をしていますので，ご家族でみていただいてどんな治療
をするかを考えるのに活用して下さい。もう 1枚は病院の相談窓口の一覧です。必要なときに行ってくださ
い。そうそう，次回までにこのアンケートに応えて持ってきてください。他に何か質問はありますか」と
2-3分，一方的に話をして去って行った。これが医療者が考えた「意思決定の支援の体制」なのだろうか。
疑問を感じずにはいられなかった。

改めて考える患者の意思決定を支える体制の整備とは─ AIは有用なのか

急性期病院では，多くの重症の患者が来院し，外来で治療や今後の方針に関する多くの説明がなされる。
限られた人員配置の中，患者の意思決定を支えていくことということはどういうことなのか。患者の意思決
定を支援するということは患者自身の “インフォームド・コンセント”を支援することだと思う。“インフォー
ムド・コンセント”とは患者が主体であり，治療方法などに関する情報や知識を十分に得て，納得した上で
自律（自発性）的に同意をすることである。患者自身が自ら知りたいと思う “ニーズ ”を医療者が感じとっ
て情報を得る支援をするのが “意思決定の支援 ”なのではないか。医療現場でなされていた一方通行な情報
の供給は意思決定の支援にはならない。患者自身が日頃から “AI”などを使用し，対話しながら必要に応じ
た情報を得て，自身の健康や病気に関心を持つことは重要なのではないかと感じる。今回，“Google Deep-
Mindが AIで合意形成を支援する「ハーバーマス・マシン」を開発”3）とするニュースを知り，“ハーバーマ
スの研究者”である朝倉先生にご講演をお願いする事となった。

 1） 厚労省 : 令和 4年入院・外来医療等における実態調査速報　2022
	 https://www.google.com/url?sa=t&source=web&rct=j&opi=89978449&url=https://www.mhlw.go.jp/content/12404000/001110850.

pdf&ved=2ahUKEwi6vKmamsKLAxUXhq8BHQ8PCBQQFnoECBQQAQ&usg=AOvVaw1UbFWZ7n8asdFM1T913HqV　
（20250214閲覧）

 2） 日本看護協会 : 地域包括ケア推進のための外来における看護職の役割把握調査事業　報告書，202203　
	 https://www.google.com/url?sa=t&source=web&rct=j&opi=89978449&url=https://www.nurse.or.jp/nursing/home/publication/pdf/

report/2022/r3_role4resources.pdf&ved=2ahUKEwj3_9_6nMKLAxVbcvUHHThNFxMQFnoECAgQAQ&usg=AOvVaw1g-
cUgd-ss-lh4K58sVK83z　（20250214閲覧）

 3） Ledge.ai AIトレンド : Google DeepMind，AIで合意形成を支援する「ハーバーマス・マシン」を開発
	 https://ledge.ai/articles/google_deepmind_habermas_machine　
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朝　倉　輝　一
東洋大学　名誉教授　哲学・倫理
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・ 大規模言語モデルを使った政策議論の調停 AIツール（「ハーバーマス・マシン （HM）」）が開発されて，
合意を形成する一助として生成 AIが有用である可能性が示された
インターネットサイトMIT technologyreview.jpによると，グーグル開発チームは政策調停ツール（ハーバー
マス・マシン）を開発し概ね満足できる結果が得られたと Science 誌に発表した1）。その記事によると， 
1．大規模言語モデルを使った政策議論の調停 AIツール（「ハーバーマス・マシン（HM）」）が開発された。 
2．AIによる声明文の方が人間による声明文より支持される傾向がある。3．AIツールの有用性には限界が
あり責任ある導入にはさらに研究が必要だとまとめられている。具体的には，グーグル・ディープマインド
（Google DeepMind）の研究チームは，大規模言語モデル（LLM）のシステムを「政策議論の調停者（コー
カス・メディエーター）」として機能させるよう訓練し，複雑だが重要な社会的・政治的問題に関するグルー
プ内での合意領域を概説する要約（group statement）を作らせ，人間が書いたものと比較した。ドイツの哲
学者ユルゲン・ハーバーマスにちなんで「HM（Habermas Machine）」と名付けられたこのツールは，このよ
うなテーマについて議論する際，異なる考えを持つ人々の中にある共通点を見いだすのに AIが役立つ可能
性を示している。なぜ「ハーバーマス・マシン」（HM）と名付けられたかというと，研究チームによれば，「理
性的な人々が理想化された条件下で討議を行えば，公共圏（public sphere）において理性的な合意が生まれる」
という，ハーバーマスの提唱した「討議（Diskurs）」倫理理論をモデルとしたからである。

（図左）AI調停者（HM）は，参加者の意見をもとにグループ声明を作成し，それを参加者の批評によっ
てさらに洗練させる。（図中）AI調停者（HM）の声明文（紫）は，人間が書いた声明文（緑）よりも強い
支持を集める。（図右）AIの調停では，熟議後のグループの分裂が少ない2）。

Summary AIは集団的討議（熟議）において人々が共通の基盤を見つけるのを助ける
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研究チームは，AIツールにはまだ多くの問題が残されているとはいえ，討議を通じて共通認識を見出す
ことは，人々が共通善のために協力する集団行動の前兆であり，ハーバーマス・マシンが社会的利益につな
がる可能性は大いにあると結論付けている。
・ フィシュキン教授 （Prof.Fishkin, J.） によって考案された DP （Deliberative Polling®） は世論調査の手法に
討議（熟議）を組み込んでいる
普通の市民が，充分で正確な情報を得て，多様な意見を聴く機会をもち，それらを踏まえて討議に参加し
熟慮したうえで意見を表明するために開発された手法が，スタンフォード大学のフィシュキン教授（Prof.
Fishkin, J.）によって考案された DP（Deliberative Polling®）である。DPは世論調査の手法にハーバーマスの
討議（熟議）の理論を組み込んでいる。日本では「討論型世論調査」「熟議世論調査」と訳されるのが一般
的である。フィシュキンによれば，民主的な討議（deliberation）とは「集団のインフォームド・コンセント
の一形態」であり，以下の 5項目が満たされる必要がある。1．情報（の必要性） : 争点に関係すると思わ
れる充分に正確な情報が参加者に与えられている。2．見解の多様性 : 参加者の多様性も含めて世間の主要
な立場が議論の中で表明されている。3．実質的バランス : 異なる立場から相互に賛成・反対が吟味されて
いる。4．誠実性 : 争点の是非について真摯に異なる意見が吟味されている（他のインセティブが働かない）。
5．考慮の平等性 : 参加者のすべての意見がその論点自体によって検討されている3）。
・ハーバーマスの討議倫理について
ハーバーマスの討議倫理とは，ひとことでいえば，対話的合意（了解）の合理性の哲学である。彼によれ
ば，合理性には二種類あり，支配の合理性と合意の合理性がある。支配の合理性とは，道具的合理性とも呼
ばれ，技術的な知として自然を支配・コントロールするが，社会や人間にも適用される。市場・行政・テク
ノクラシーが代表例とされる。これに対して合意（了解）の合理性とは，了解志向的（コミュニケーション
的・対話的）合理性もしくはコミュニケーション（対話）による共通理解に基づく了解という自由な合意を
目指す合理性を指し，養育，教育，医療，介護，公共の議論などがあてはまる。彼によれば，現代社会は道
具的合理性すなわち成果志向的行為あるいは戦略的行為を目指すシステム論的な思考方法が支配的だが，養
育，教育，医療，介護，公共の議論等にはこの道具的合理性が当てはまらないと主張した。
コミュニケーション的行為もしくは討議倫理の背景には言語行為論，特に発話行為論がある。発話行為論
からみると，我々が日常において言ったり行ったりすることのうちに，「言うことは行うこと」が含まれて
いる。つまり，単なる事実を確認する言語行為（事実確認的言語行為）と，何かを言うことによって誰かに
何かをさせる（促す）遂行的言語行為がある。コミュニケーションがスムーズにいかず何らかの停滞，葛藤
を生んだ際，我々が行う対話には互いの行為プランを理解し納得して調整しあう構造が含まれている。コミュ
ニケーションの停滞は互いの行為プラン調整過程の一環なのであり，コミュニケーション過程には発話者の
発言が妥当だという相手に対する承認の要求が背後にあることがわかる。これをコミュニケーションの反省
形式すなわち討議という4）。
ハーバーマスによれば，討議には四つの妥当要求，すなわち話し手が聞き手に充分理解可能な仕方で語る

「理解可能性要求」，話されている事柄について正しいことを言っている「真理性要求」，社会的規範に照ら
して適切であるという「規範的正当性要求」，本人が嘘偽りなく言っている「誠実性要求」が含まれており，
これにはコミュニケーションの参加者が対等であるという「対称性」と双方が納得するまで互いの要求を出
し合い吟味しあうことができる「相互性」という前提が既に含まれている。これら妥当要求が認証されたと
き，人々は了解し，納得するのである。この条件が満たされたとき，各人の尊厳に対する等しい尊敬（尊重），
いいかえれば人間の相互依存と傷つきやすさを守ることができる。これがハーバーマスの討議倫理である。
・討議倫理の着想は （共同） 意思決定支援や ACPとどう関連するか
パターナリズム偏重でもなく，患者の自己決定（自律）一辺倒でもなく，治療方針の決定に両者のバラン
スをとることが求められている。事前指示（書）について，人は何かを誰かから提示されていた場合，その
提示されていたものをそのまま選択する傾向が強く，逆に提示されたものを訂正して別のものを選ぶのは難
しい。さらに，終末期においては周囲の者によって治療方針が覆されることがあり5），単に事前指示書があ
るというだけでは意味がないことも示唆されている6）。ADであれ ACPであれ，一回きりのイベントではな



AI時代の医療における意思決定を倫理の視点で考える医療における意思決定の支援

27

くプロセスであることを充分理解したうえで，患者の「人生観・価値観に基づいたゴール」という視点に基
づいて討議が行われ治療方針が立てられていることが必要である。重要なのは，本人と医療者だけでなく，
その治療方針を家族・周囲の者も知って納得していることである。
この点を踏まえると，討議における妥当要求の問題や DPの質に関する 5項目が参考になる。

 1） https://www.technologyreview.jp/s/348348/ai-could-help-people-find-common-ground-during-deliberations/，“AI can help 
humans find common ground in democratic deliberation”, Science 386, eadq2852 （2024） 18 October 2024

 2） Ibid.
 3） フィシュキン『人々の声が響き合うとき　熟議空間と民主主義』早川書房，2011年
 4） ハーバーマス「カントに対するヘーゲルの批判は討議倫理にもあてはまるか」『討議倫理』所収，法政大学出版局，2013

年
 5） 遠い親戚症候群，The Daughter from California syndrome ; J Am Geriatr Soc. 1991［PMID : 2010590］
 6） 中川俊一『米国緩和ケア専門医が教える　あなたの ACPはなぜうまくいかないのか？』メジカルビュー社，2024年，p.90
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